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独⽴社外取締役向けストック・オプション（新株予約権）の発⾏に関するお知らせ 
 

PHC ホールディングス株式会社は、2022 年 6 ⽉ 29 ⽇開催の第 9 期定時株主総会におけ
る決議に基づいて、当社独⽴社外取締役に対してストック・オプションとして発⾏する新株
予約権の募集事項及び当該新株予約権を引き受ける者の募集をすること等について、本⽇
の取締役会で決議しましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
1. ストック・オプションとして新株予約権を発⾏する理由 

ストック・オプションの価格は、当社株価に連動しています。業績連動報酬の⼀部とし
て独⽴社外取締役へ付与することにより、当社取締役が株価上昇による利益及び株価
下落による不利益を株主の皆さまと共有し、当社グループの業績向上及び株価上昇へ
の貢献意欲を⾼めることができると考えています。 

 
2. 新株予約権の発⾏要領 
(1) 新株予約権の名称 

PHCホールディングス株式会社 第 2 回 J 種新株予約権 
(2) 新株予約権の割当ての対象者及びその⼈数並びに割り当て数 

当社取締役 3 名 計 414 個 
(3) 新株予約権の総数 

414 個 
(4) 新株予約権の⽬的である株式の種類及び数 

新株予約権の⽬的である株式の種類及び数は当社普通株式（以下、「普通株式」）41,400
株とし、新株予約権 1 個当たりの⽬的となる普通株式の数（以下、「対象株式数」。）は、
100 株とします。 
但し、割当⽇以降に当社が普通株式につき株式の分割⼜は併合を⾏う場合は、次の算式



により対象株式数を調整し、調整により⽣ずる 1 株未満の端数は切り捨てるものとし
ます。 
 
調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の⽐率 
 
なお、新株予約権の割当⽇以後に、当社が、普通株式の無償割当てを⾏う場合、当社の
組織再編に伴い対象株式数の調整を必要とする場合、その他これらの場合に準じて対
象株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で対象株式数の
調整を⾏うことができるものとします。 

(5) 新株予約権の払込⾦額 
新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権と引換えに⾦銭の払込を要しないものと
します。なお、職務執⾏の対価におけるストック・オプションとしての新株予約権を発
⾏するものであるため、有利発⾏には該当しません。 

(6) 新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額 
① 新株予約権の⾏使に際して出資される財産は⾦銭とし、その価額は、⾏使価額（下

記に定義）に対象株式数を乗じた額とします。 
② 新株予約権の⾏使により普通株式を交付する場合における普通株式 1 株当たりの価

額（以下、「⾏使価額」）は、1,491 円とします。なお、当社が普通株式につき株式分
割⼜は株式併合を⾏う場合、時価を下回る価額で新株式の発⾏⼜は⾃⼰株式の処分
を⾏う場合（会社法第 194 条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）
に基づく⾃⼰株式の売渡し、普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の
転換⼜は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも
のを含む。）の⾏使による場合を除く。）⼜は他の種類株式の普通株主への無償割当
て若しくは他の会社の株式の普通株主への配当を⾏う場合等、⾏使価額の調整を必
要とする場合には、当社は合理的な範囲で⾏使価額を調整することができるものと
します。 

(7) 新株予約権を⾏使することができる期間 
2023 年 8 ⽉ 22 ⽇から 2033 年 8 ⽉ 21 ⽇（同⽇が当社の営業⽇でない場合には、その
直前の営業⽇）までとします。  

(8) 新株予約権の⾏使の条件 
① 新株予約権は、2024 年から 2026 年の各年の 6 ⽉ 1 ⽇において、新株予約権者が

割り当てを受けた新株予約権の総数のうち３分の１に相当する個数について権利
が確定するものとし（以下、①に基づき新株予約権者の権利が確定することを「ベ
スティング」といいます。）、新株予約権者は、原則として、ベスティングされた新
株予約権のみを⾏使することができるものとします。 

② ただし、新株予約権者が当社⼜は当社の⼦会社の取締役、監査役、執⾏役員⼜は従



業員のいずれでもなくなった場合（正当な事由に基づく場合を除きます。）には、
当該時点でベスティングしていない新株予約権は失効するものとします。 

③ 新株予約権者が破産しその他当社が認める事由が⽣じた場合には、新株予約権者
は新株予約権を⾏使できないものとします。 

④ 新株予約権の⾏使によって、当社の発⾏済株式総数が当該時点における当社の発
⾏可能株式総数を超過することとなるときは、当該新株予約権の⾏使を⾏うこと
はできないものとします。 

⑤ ⼀個の新株予約権の⼀部を⾏使することはできないものとします。 
(9) 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも
のとします。 

(10) 新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合に増加する資本⾦及び資本準備⾦の額 
新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合において増加する資本⾦の額は、会社計
算規則第 17 条第 1 項の規定に従い算出される資本⾦等増加限度額の 2 分の 1 の⾦額と
し、計算の結果 1 円未満の端数が⽣じたときは、その端数を切り上げるものとします。
また、この場合、増加する資本準備⾦の額は、上記の資本⾦等増加限度額から増加する
資本⾦の額を減じた額とします。 

(11) 新株予約権の取得に関する事項 
新株予約権の⾏使条件を満たさない場合等において、新株予約権の⾏使ができなくな
った場合は、当社は、当社の取締役会が別途定める⽇の到来をもって、当該新株予約権
者が有する新株予約権を無償で取得することができるものとします。 

(12) マルス・クローバック条項 
新株予約権者に重⼤な不正・違反⾏為等が発⽣した場合、当社は、当該新株予約権者が
有する新株予約権の⼀部若しくは全部の無償取得（マルス）、⼜は、新株予約権者に付
与した新株予約権相当の⾦銭の返還請求等（クローバック）をすることができるものと
します。 

(13) 新株予約権の割当⽇ 
2023 年 8 ⽉ 21 ⽇ 

(14) 新株予約権証券の不発⾏ 
新株予約権にかかる新株予約権証券は発⾏しません。 

(15) その他 
会社法その他の法律の改正等、新株予約権の要項の規定中読み替えその他の措置が必
要となる場合には、当社は必要な措置を講じるものとします。 

 
 

以上 


